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Ⅰ C04 情報化社会へのパラダイムシフト 下における持続的成長と 
インスティチューションの 柔軟性の役割の 分析 

0 近藤玲子 ( 総務省情報通信政策局 ) , 渡辺千個 ( 東工大社会理工 ) 

]. 序 

は、 多くの研究で 指摘されているところであ るが (R0mer, 
技術革新が持続的経済成長の 重要な駆動力となること 代と比して良好なパフォーマンスを 的に、 日本、 韓国、 スイス等の成長率の 示しているのと 鈍化が露呈された。 対照 
1986[07], ㏄ ossm ㎝㎝ dHe 唾 m 旭 1991[02]) 、 技術革新その こうした日本経済低迷の 原因の一つとして、 1980 年代 

ものはあ くまでも成長の 可能性であ り、 その潜在力を 引き までの日本の 工業社会型成功モデルが 情報通信技術 (IT) 

出すためには、 技術革新を誘導し 、 受け入れ、 使いこなす を軸とした 1990 年代の情報化社会へのパラダイムシフト 

社会経済体質 ( インスティチューション ) ' の 柔軟性が不 下 において適応力を 失い、 Ⅱの効用を生かしきれていな 

可欠であ る (OECD, 1997[04]) 。 本研究では、 工業化社会 いことが考えられる (US DOC, 2000 [09l, Wat 飢 a ㎏㎝ d 

から情報化社会へのパラダイムシフト 下における日米の Kondo,2001[I0D)o 
インスティチューションを 比較し 、 新しいパラダイムにお 

いて硬直化しつつあ る日本のインスティチューションを 

原因とする経済成長の 悪循環構造を 導出する。 また、 硬直 

化した日本のインスティチューションの 補完 策 として、 テ 

レビジョン放送のデジタル 化の役割についても 言及する。 

図 「は、 ORCn レポート (OECD,2001[06]) において報告 

されている ネ、 ッ トワーク整備率と GDP 成長率の相関につ 

いて、 回帰分析を施した 結果であ る。 図に示されていると 

おり、 そもそも ネ、 ッ トワーク整備率が 低いことに加えて、 

整備率に対する GDP 成長率も OECD 平均レベルを 下回っ 

2. 情報化社会へのシフト 下における日本の 競争力の低下 

去る 5 月に公表された、 OECD  レポート (OECD, 2001 

[06]) では、 OECD 諸国の一人当たり GDP 成長率を 1980 

年代と 1990 年代で比較しており、 1990 年代において オ一 

ストラリア、 アイルランド、 オランダ、 米国等が 1980 年 
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ていることが 分かる。 

図 2 についても同様に、 OECD レポート (OECD, 2001 

[06]) のデータに基づき、 アクセスコストとインターネ、 ット 

ホスト数の関係について 回帰分析を行った 結果を示す。 ア 

クセスコストが 低いほどインター 不ット ホスト数が多い 
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  ネ、 ッ トワーク整備 軒 95-99)   インターネ、 ツト アクセスコスト 平均 (95-99)   

図 ]  ネットワーク 整備率と GDP 成長率 (]99549) 図 2 アクセスコストとインターネットホスト 数 

      韓国、 チェコ、 ハンガリー   メキシコ、 ポーランドは、 OECD に加盟した時期が 遅いため、 分析の対象外とした。 
b. D は ダミ 一変数を表す。 ( 図 1: アイルランド ニ 1, その他 二 0 ・図 2: トルコ、 ギリシャ、 ポルトガル 二 1 、 その他， 0) 
C. () 内の数字はⅠ値を 示す   
出典 :OECD ㎝ ow 血 Pr む ect(oECD,(2001)[051) の資料に基づき 回帰分析を実施 
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傾向が見られるが、 日本については、 やばり OECD の 平 り 、 1990 年代に入ってからの 顕著な不均衡が 見られる。 3 

均 レベルをばるかに 下回っており、 米国と対照的な 傾向を 

示していることが 分かる。 

こ れ 。 らはいずれも、 口木 の インスティチューションが 情 

報化社会において 柔軟性を喪失し、 かつてのような 効率を 

発揮していない 実態を示すものであ る。 

1980 年代末までの 日本において、 賃金上昇は労働生産 

性上昇の範囲内にするという「生産性基準原理」 ( 日経連， 

1969) が奏効し、 両者の精妙な 好 循環のもとにインフレな 

き持続的成長が 実現された。 そしてこれは、 賃金上昇に対 

応する生産性の 迅速な上昇、 すなわち生産性の 賃金弾性 値 

の 高さに端的に 表われるインスティチューションの 柔軟 

性の高さに負うところが 大とされてきた (W ぬ れ皿 be ㎝ d 

Kondo,2001[loD) 。 しかるに、 この柔軟性は 1990 年代以降 

急速に低下してきていることが 伺われる。 

これは、 年功序列等の 日本独特のインスティチューショ 

ンが 1990 年代の新しいパラダイム 下で硬直化し、 n の労 

働への 体 化を遅らせていることに 因るところが 大きいと 

考えられる。 例えば図 5 は、 日本における 年代別インター 

不ット 利用率を示しているが、 年功序列システムの 下、 企 

業の経営陣となる 40 代以上による 利用率は極めて 低く   

rT の労働への 体 化が促進されないことが 伺われる。 

3, パラダイムシフトと 日米のインスティテューション 
の比較 

1990 年代に急速に 成長した情報通信技術 ( Ⅱ ) が、 工業化 

社会から情報化社会へのパラダイムシフトを 促し、 社会経 

済の変革を余儀なくしていることは、 数多くの研究で 指摘 

されているところであ る (C 荻 ncr0ss,1997[01] 、 USDOC, 
図 3 ば 、 インスティチューションの 柔軟性のプロキシー 2000[09], 電気通信審議会， 20 ㏄ [12]) 。 前述のように、 日 

として生産性の 賃金弾性値の 推移を分析したものであ る。 本においてⅣの 効用が OECD 各国と比較しても 活用しき 

2 図 3 に示されるよ う に、 製造業全体、 また電気機械にお れていない原因として、 欧米諸国へのキャッチアップを 前 

いても、 1990 年代に入り賃金弾力性が 大幅に減少してい 提に効果的に 機能していた、 終身雇用、 年功序列、 系列等 

ることが分かる。 その原因の一つとして、 技術 ( 特に 1990 といった技術の 供給側で効率性を 求める体質、 また、 日本 

年代に飛躍的に 発達した n) の 労働及び資本への 体 化の 固有の同種民族性や 国土の孤立性によって 培われたと 考 

不均衡を原因とした、 労働の技術による 代替の遅れが 挙げ えられる変化への 抵抗感、 グループ内での 暗黙の了解に 基 

られる。 図 4 は 、 Ⅱを中心とする 技術の労働及び 資本へ づく個別行動規範等のインスティチューションが 、 Ⅱ の 

の体 化のリードタイムの 差により 本 不均衡を分析してお 変革の波に柔軟に 反応することが 出来なくなっているこ 

とが懸念される。 

製造業全体 
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図 3  労働生産性に 対する賃金弾性値の 計測 (l975-l996)  出典 : Y.TOU  (200l)  [07] 
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                                                ---- 戸 ゴ ー - イン ㏄ 0 697 
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出典． Y.Tou  (2001@  。 071 図 4 製造業における ，労働・資本の 技術 体 化の不均衡 (1975-1998)  図 出典 5 : 年代別インターネット 平成 13 年版通信白書 利用率 ( 総務省， (2000) 2001[10]) 

2 分析の詳細は、 Tou.2001[081 及び 本 予稿 集 lB17 参照。 3 分析の詳細は、 騰 u,2001[08] 及び 本 予稿 集 1B17 参照。 

一 58 一 



図 6 ば 、 1980 年代の工業化社会から 1990 年代以降の構 

報 化社会へのパラダイムシフトの 下で日米のインスティ 

4. インスティチューションの 硬直化を促進する 悪循環 構 

造とその打開策 

チューションがどのように 機能しているのか、 各時代の核 

となる技術を 切り口として、 模式的に表したものであ る。 

特に、 技術の誘導・ 普及とインスティチューションの 関係 

に 佳 点を絞るため、 技術の誘導・ 普及過程における 性格の 

形成に注目している。 製造技術が概して 供給者主導で 開 

発 ・形成され、 原則 ニーザ 側で は 供給者の想定した 一様な 

活用しか行われないのに 比して、 Ⅱは ネ 、 ッ トワーク覚部 

性が強く、 普及が進むほどその 価値が高くなり、 供給側で 

は 想定されなかった 活用が進むことによって 社会経済そ 

のものの変革が 逆万回に引き 起こされる点で、 両者は大き 

く 性質を異にしている   

多民族国家を 誇る米国的インスティチューション は 、 

開拓精神が強く、 未知・異質文化の 受け入れ・適応性に 優 

れる傾向にあ るため、 Ⅱによる 逆 方向の変革にも 柔軟に 

上記分析を、 技術の発展、 インスティチューションの 

柔軟性、 経済成長、 国際競争力により 形成される循環構造 

として位置付けたスキームを 図 7 に示す。 工業化社会で 

は、 製造技術の発展を 軸に日本的インスティチューション 

が柔軟に反応し、 経済成長が促進され、 さらに技術が 誘導 

されるという 好 循環構造、 加えて、 国際競争力の 強化によ 

る更なる発達の 好循環が機能していたが、   清報 化社会では 

逆に、 Ⅱの発達に日本的インスティチューションが 柔軟 

に対応出来ず、 経済成長の鈍化、 国際競争力の 低下、 とい 

った二重の悪循環に 陥っていることが 分かる。 

こうした悪循環を 断ち切ることは 容易ではないが、 硬直 

化したインスティチューションに 対し、 何らかの補完策を 

講じることで、 悪循環を好循環に 転換させる ト リガ 一 を切 

ることが極めて 重要であ る。 
適応しやすいと 考えられる。 一方、 品質改善、 短期的な利 

益性には固執しないマーケットシェアの 拡大等を最優先 

に、 個別行動規範の 下、 局所的な最適化を 進める基盤とな 

った日本的インスティチューションは、 欧米諸国への キで 

、 ソチアップを 目標とした工業化社会パラダイムでは 効果 

的に機能していたが、 インスティチューションとの 相互作 

用如何でその 効用も様々な 形で現れるⅡを 軸とした新し 

いパラダイムでは、 もばやキャッチアップの 目標を求める 

ことは出来ず、 非効率的に機能しているといえる。 

このような観点から、 近年世界にも 稀な急速な普及を 

示し、 そ れ 。 と平行して新たな 機能が次々に 開発・付加され、 

スパイラルな 利用拡大が図られている i-mode 等は、   唐韻 

化社会における 日本固有のインスティチューションの 溝 

在的 柔軟性を示すものとして 注目に値する。 このような携 

帯電話からインター 不ット への接続サービス 契約数が急、 

速に伸びているが 4 、 この背景には、 同サービスが 始まっ 

た時点で携帯電話が 既にかなり普及しておが 、   慣れ親し 

んだ端末からの 新しいサービスの 利用が抵抗なく 進んだ 

ものと考えられる。 

  l 1980 年代 1990 年 ィ ￥   

パラダイム 工業化社会   清報イヒ 社会 

コア技術 製造技術   清 朝 通信技術 (IT) 

技術の性格形成 既与 、 供給者主体で 形成 インステ 仔，づ，ン との相互啓発性 高 

、 ンステム構造 局所最適 ィ巳 標準化 

効果的 

日本的インスティチ ， リヨン 米国的インスティチ ，リョン 

  個別行動規範   標準的行動規範 
  ェ ント。 ュ冊 " 王導 

図 6 パラダイムシフト 下における日米の 
インスティチューションの 比較 4 1999 年 2 月に NTTDoCoMo の i.mode 接続サービスが 開始さ 

れて以降、 2 年後の 2001 年 2 月現在で、 携帯電話からのインタ 
ーネット接続サービス 契約数は約 3,140 万契約にまで 増加してい 
  
5 1999 年 3 月現在の自動車・ 携帯電話及び PUS の総契約者数は 

5,685 万契約   

一 59 一 



以上に見られる 情報化社会における 日本固有の潜在的 

柔軟性に注目すれば、 テレビジョン 放送のデジタル 化は 、 

先に見た悪循環を 好循環に転じる ト リガ 一 として期待さ 

れるものであ る。 

平成 13 年版通信白書 ( 総務省， 2 ㎝ InIU) に ょ れば、 日 

本におけるインターネ、 ット 普及率は 37.1% で 世界第 14 位 

となっており、 米国 55.8%) 、 香港 (48.7%) と比べても、 高 

いとはいえない 状況にあ る。 白書では、 特に高齢者 

(13-15%) や生蝋 26%) によるインターネ、 ット 利用率の低さ 

が指摘されており、 インターネ、 ット 非利用者がインターネ、 

、 ソト を利用しない 理由として、 「よく分からない、 関心が 

ない (73.4%) 」等のほか、 「端末や機器の 使い方が難しい 

(62.6%)] が挙げられている。 また、 インターネット 非利 

用者が利用するための 条件の一つとして、 高齢者・主婦 層 

が - テレビのりモコン 程度簡単になれ 砥 31.4%, 28.4%)J 

を 指摘している。 

このように、 インターネ、 ット 利用率の面からデジタ 

ル・ディバイドを 受けている高齢者・ 主婦 層の インターネ、 

、 ソト 利用促進を図る 方策の一つとして、 身近な機器であ る 

テレビを基盤とした 皿 革命の促進が 有効であ る。 

地上波によるテレビジョン 放送は、 ほぼ全世帯に 普及 

した身近な メ デイ ア であ り 6 、 テレビジョン 放送のデジタ 

ル化により通信と 放送の融合が 促進され、 高齢者・主婦 層 

による n の利用も飛躍的に 高まることが 期待される。 地 

上テレビジョン 放送のデジタル 化は、 2003 年末までに 関 

東 ・中京・近畿の 三大広域 圏 において、 2006 年末までに 

その他地域で 開始されることとなっているが、 米国や英国 

においては、 既に 1998 年から地上波デジタルテレビジョ 

ン放送が開始されており、 インスティチューションの 硬直 

化による経済成長の 低迷、 国際競争力の 低下を緩和するた 

めにも、 早期にデジタル 化を進めることは 極めて意義深い。 

5. 考 察 

本研究で は 、 工業化社会がら 情報化社会へのパラダイム 

シフト下における 日米のインスティチューションを 比較 

することにより、 1980 年代までの日本の 工業社会型成功 

モデルが情報通信 技御 n) を 軸とした 1990 年代の情報化 

社会へのパラダイムシフト 下において硬直化し、 経済成長 

の鈍化、 国際競争力の 低下の二重の 悪循環に陥っている 構 

造を明らかにした。 

また、 このような悪循環を 好循環に転換させるための 補 

完 策 の一つとしての、 地上波によるテレビジョン 放送の デ 

、 ジタル化の意義についても 考察した。 

今後は、 日本のインスティチューションの 特徴を更に詳 

細に掘り下げ、 インスティチューションの 種々の側面を 切 

り口とした補完 策は ついて検討する 必要があ る。 

m<k@@@@ nni        @@>  flm<ktt@@ 
    

  仁 ，， " d  ョン の 

    

日本 ノ 米国 米国 ノ 日本 

口 『 "" 

    
図 7 技術の発展、 インスティチューションの 柔軟性   経済成長   

国際競争力により 形成される循環構造 
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